「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係
法律の整備に関する法律（第1次一括法）」「国と地方の協議の場に関する法律」
「地方自治法の一部を改正する法律」の成立に対する自治労見解
１．4月28日、昨年の通常国会に提出され、継続審議となっていた「地域主権改革三法」が成立した。成立した三法は、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第１次一括法）」、「国と地方の協議の場に関する法律」、「地方自治法の一部を改正する法律」である。第１次一括法については、「地域主権改革」の用語や「地域主権戦略会議」に係る規定が削除された。
２．「第１次一括法」は、関係する法律が42に及ぶ膨大なものである。その内容は、「施設・公物設置管理の基準」、「協議、同意、許可・認可・承認の見直し等」、「計画等の策定及びその手続き」の３点に関わる「義務付け・枠付けの見直し」と「条例制定権の拡大」である。法律が意図するように「地域の自主性及び自立性が高まる」かどうかは、どのような条例をどのような過程を経て策定していくかということになる。たとえば、「施設・公物設置管理の基準」は、自治体ごとにその地域特性や地域の歴史を踏まえた基準を構想し、条例化することが求められる。
３．国と地方の協議の場に関する法律は、早速その意義が試される場面を迎えている。いうまでもなく、東日本大震災の復興計画であり、福島原発事故に対する対応である。法律は「国及び地方公共団体の政策の効果的かつ効率的な推進を図ること」を目的としている。そのためには、まず国がすべての情報を公開し、国と自治体とが情報を共有した上での対等な協議が求められる。
４．地方自治法の一部改正は、地方公共団体の自由度の拡大を図るための措置として、①議員定数の法定上限の撤廃、②議決事件の範囲の拡大、③行政機関の共同設置、④全部事務組合等の廃止、⑤市町村基本構想の策定義務など義務付けの廃止、直接請求制度の改正として、直接請求代表者の資格制限の創設などを内容としている。直接請求制度の改正は、「公務員等の地位利用に関する罰則」などを含むものであり、法の適正な運用が求められる。自治体の自由度の拡大については、第1次一括法とあいまって、当該自治体の行政部局や議会に一層の改革が求められることはもちろんのこと、市民の政治参加、政策策定過程への参加拡大なども重要になる。今後、公共サービス基本条例制定と合わせた取り組みが必要となる。
５．国と地方の協議の場に関する法律は5月2日に施行され、第１次一括法と地方自治法の一部改正は5月2日、8月、2012年4月に順次施行され、今後は、条例制定権の拡大にどう対応するかが基本になる。自治労は、「条例づくりセミナー」などを開催し、市民や施設利用者とともに、あるべき条例づくりに取り組み、地域にとって必要な施設・公物設置管理の基準など、国から押し付けられたものではない、地域にとって必要な計画の策定を目指していく。
第1次一括法に関しては、法案成立後に政省令の改正が行われることとなり、今後、政省令策定段階での具体的な取り組みが重要となる。さらに、第2次一括法案については、国会に提出されているものの現段階で成立の目途はたっていないことから、自治労は、成立した三法に対する対応をすすめた上で、その検証も踏まえつつ、公共サービス拡充と真の地方分権改革実現に向け、全力で取り組みを進める。
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